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別紙７ 

 

平成２６年度科学研究費助成事業における補助条件等の主な変更点について 

 

１.「科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金研究者使用ルール（補助条件）」の主な変更点 

（下線部分が改正部分） 

平成２５年度 平成２６年度 

＜「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基盤研

究」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究」又は「研

究活動スタート支援」＞ 
 

（略） 
 
２ 直接経費の使用 
 

（略） 
 
【直接経費の使用内訳の変更】 
 2-4 研究代表者及び研究分担者は、交付申請書

に記載した各費目ごとの額にしたがって、直

接経費を使用するものとする。ただし、研究

代表者は、直接経費の使用内訳について各費

目の額を、交付する直接経費の５０％未満（直

接経費の総額の５０％の額が３００万円以下

の場合は、３００万円まで）の範囲内で、取

扱要領第１１条第３項に規定する日本学術振

興会の承認を得ることなく変更することがで

きる。 
  

（略） 
 
３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申

請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項

等） 
 

（略） 
 
【直接経費の使用内訳の変更】 
 3-2 研究代表者は､直接経費の使用内訳につい

て､各費目の額を､交付する直接経費の総額の

    ５０％未満（直接経費の総額の５０％の額が

３００万円以下の場合は、３００万円まで）

を超えて変更しようとする場合には、様式Ｃ

－４－１「直接経費使用内訳変更承認申請書」

により申請を行い、日本学術振興会の承認を

得なければならない。 
 

（略） 
 

【利子の取扱】 
3-13 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に

＜「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基盤研

究」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究」、「研究活

動スタート支援」又は「特別研究促進費」＞ 
 

（略） 
 
２ 直接経費の使用 
 

（略） 
 

【直接経費の使用内訳の変更】 
 2-4 研究代表者及び研究分担者は、交付申請書

に記載した各費目ごとの額にしたがって、直

接経費を使用するものとする。ただし、研究

代表者は、直接経費の使用内訳について各費

目の額を、交付する直接経費の５０％未満（直

接経費の総額の５０％の額が３００万円以下

の場合は、３００万円まで）の範囲内で、取

扱要領第１１条第３項に規定する日本学術振

興会の承認を得ることなく変更することがで

きる。 
 

（略） 
 
３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申

請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項

等） 
 

（略） 
 
【直接経費の使用内訳の変更】 
 3-2 研究代表者は､直接経費の使用内訳につい

て､各費目の額を､交付する直接経費の総額の

    ５０％未満（直接経費の総額の５０％の額が

３００万円以下の場合は、３００万円まで）

を超えて変更しようとする場合には、様式Ｃ

－４－１「直接経費使用内訳変更承認申請書」

により申請を行い、日本学術振興会の承認を

得なければならない。 
 

（略） 
 
【利子の取扱】 
3-13 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に
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関して生じた利子を、補助事業の遂行に使用

し、又は所属する研究機関に譲渡しなければ

ならない。 
 

（略） 
 

５ 実績の報告 
 
【実績報告書の提出期限】 
 5-1 研究代表者は、平成２６年５月３１日まで

（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の

承認を受けた後３０日以内）に、様式Ｃ－６

「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ

－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」に

より、日本学術振興会に実績報告を行わなけ

ればならない（研究実績報告書の内容は、国

立情報学研究所のホームページにより公開さ

れる。）。 
 
 
 

（略） 
 

６ 研究成果報告書等の提出 
 
【研究成果報告書等の提出】 
 6-1 「新学術領域研究（研究領域提案型）」の計

画研究、「基盤研究」、「挑戦的萌芽研究」、「若

手研究」及び「研究活動スタート支援」の研

究課題の研究代表者は、研究計画の最終年度

の翌年度の６月２０日から６月３０日まで

の間に、補助金により実施した研究の成果に

ついて、様式Ｃ－１９「研究成果報告書」に

より、日本学術振興会に成果報告を行わなけ

ればならない。ただし、上記の提出期限まで

に報告書を取りまとめられない場合には、様

式Ｃ－２１「研究経過報告書」を日本学術振

興会に提出し、研究成果の取りまとめができ

次第速やかに研究成果報告書により、日本学

術振興会に成果報告を行わなければならな

い（研究成果報告書は、国立情報学研究所の

ホームページにより公開される。）。 
 
 

（略） 
 

関して生じた利子を、原則、補助事業の遂行

に使用し、又は所属する研究機関に譲渡しな

ければならない。 
 

（略） 
 
５ 実績の報告 
 
【実績報告書の提出期限】 
 5-1 研究代表者は、平成２７年５月３１日まで

（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の

承認を受けた後３０日以内）に、様式Ｃ－６

「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ

－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」に

より、日本学術振興会に実績報告を行わなけ

ればならない（研究実績報告書の内容は、国

立情報学研究所のホームページにより公開さ

れる。）。また、実績報告時に未使用の補助金

が生じた場合には、日本学術振興会に返還し

なければならない。 
 

（略） 
 

６ 研究成果報告書等の提出 
 

【研究成果報告書等の提出】 
 6-1 「新学術領域研究（研究領域提案型）」の計

画研究、「基盤研究」、「挑戦的萌芽研究」、「若

手研究」、「研究活動スタート支援」又は「特

別研究促進費」の研究課題の研究代表者は、

研究計画の最終年度の翌年度の６月２０日

から６月３０日までの間に、補助金により実

施した研究の成果について、様式Ｃ－１９

「研究成果報告書」により、日本学術振興会

に成果報告を行わなければならない。ただ

し、上記の提出期限までに報告書を取りまと

められない場合には、様式Ｃ－２１「研究経

過報告書」を日本学術振興会に提出し、研究

成果の取りまとめができ次第速やかに研究

成果報告書により、日本学術振興会に成果報

告を行わなければならない（研究成果報告書

は、国立情報学研究所のホームページにより

公開される。）。 
 

（略） 
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２.「科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金の使用について各研究機関が行うべき事務等」

の主な変更点                          （下線部分が改正部分） 

平成２５年度 平成２６年度 

 独立行政法人日本学術振興会（以下、「日本学術
振興会」という。）が取り扱う平成２５年度科学研
究費助成事業（科学研究費補助金（「特別推進研
究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基盤
研究」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究」、「研究活
動スタート支援」、「特別研究員奨励費」、「研究成
果公開促進費（学術図書）」及び「研究成果公開促
進費（データベース）」））の使用について各研究機
関が行うべき事務等は次のとおりとする。なお、
本規程に定めのない事項については、「研究機関に
おける公的研究資金の管理・監査のガイドライン」
等を踏まえ、各研究機関が定める規程等に従って
適切に行うものとする。 
 

（略） 
 

３ 研究機関が行う事務の内容 
 
 補助金に係る事務を、以下の各項に従い適切に
行うこと。 
 
（１） 直接経費の管理 
 

（略） 
 
【物品費の支出】 
3-10 補助事業に係る物品費の支出（購入物品の

納品検査）については、以下により、適切  
に行うこと。 

 
 
① 物品費の適正な執行を図るため、検収センタ
ーの設置など、納品検査を確実に実施 する事
務処理体制を整備すること。 

② 物品費を支出する際には、購入物品につい
て、会計事務職員が納品検査を行うか、適切な
研究職員等を検収担当職員に任命し、必ず納品
検査を行うこと。 

③ 補助金の不適正な執行に対する疑いが生じ
た際、適切な納品検査が行われていない こと
により、その公正性が明らかでない場合は、研
究機関が当該補助金に相当する額を日本学術
振興会に返還すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【旅費及び人件費・謝金の支出等】 
3-11 補助事業に係る旅費及び人件費・謝金の支

 独立行政法人日本学術振興会（以下、「日本学術
振興会」という。）が取り扱う平成２６年度科学研
究費助成事業（科学研究費補助金（「特別推進研
究」、「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基盤
研究」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究」、「研究活
動スタート支援」、「特別研究促進費」、「特別研究
員奨励費」、「研究成果公開促進費（学術図書）」及
び「研究成果公開促進費（データベース）」））の使
用について各研究機関が行うべき事務等は次のと
おりとする。なお、本規程に定めのない事項につ
いては、「研究機関における公的研究資金の管理・
監査のガイドライン」等を踏まえ、各研究機関が
定める規程等に従って適切に行うものとする。 
 

（略） 
 
３ 研究機関が行う事務の内容 
 
 補助金に係る事務を、以下の各項に従い適切に
行うこと。 
 
（１） 直接経費の管理 
 

（略） 
 
【物品費の支出等】 
3-10 補助事業に係る物品費の支出にあたって

は、（購入物品の発注、納品検収検査、管理）
については、原則として、以下により、研究
機関が適切に行うこと。（役務契約に係る支
出にあたっても同様の取扱いとする。） 

① 物品費の適正な執行を図るため、検収センタ
ーの設置など、納品検収検査を確実に実施する
事務処理体制を整備すること。 

② 物品費を支出する際には、購入物品につい
て、会計事務職員が納品検収検査を行うか、適
切な研究職員等を検収担当職員に任命し、必ず
納品検収検査を行うこと。また、データベー
ス・プログラム・デジタルコンテンツ開発・作
成、機器の保守・点検など、特殊な役務に関す
る検収について、実効性のある明確なルールを
定めた上で運用すること。 

③ 研究機関が発注、納品検収を行わない例外的
な措置を講ずる場合は、必要最小限のものに限
定し、研究機関の責任の下で実質的に管理する
厳格な実施体制を整備すること。 

④ 取得価格 50 万円以上かつ耐用年数１年以上
の物品及び換金性の高い物品については、研究
機関において設備等として受入れ、適切に管理
すること。 

⑤ 補助金の不適正な執行のに対する疑いが生
じた際、適切な発注、納品検収検査、管理が行
われていないことにより、その公正性が明らか
でない場合は、研究機関が当該補助金に相当す
る額を日本学術振興会に返還すること。 

 
【旅費及び人件費・謝金の支出等】 
3-11 補助事業に係る旅費及び人件費・謝金の支
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出にあたっては、以下により取り扱うこと。
①  旅費及び人件費・謝金の支出は、事実確認を
行った上で適切におこなうこと。 

② 研究協力者の雇用に当たっては、雇用契約に
おいて勤務内容、勤務時間等について明確にし
た上で研究機関が当事者となって雇用契約を
締結するとともに、研究機関が研究協力者の勤
務内容、勤務時間等を適切に管理して給与等を
支給すること。 

③ 補助金により雇用された者（以下「科研費被
雇用者」という。）が、雇用元の補助金の業務(以
下「雇用元の業務」という。) 以外に、自ら主
体的に研究を実施しようとする場合は、研究機
関において次の点を確認すること。 
1）科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自
ら主体的に研究を行うことができる旨を雇
用契約等で定められていること。 

2）雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関
する業務について、勤務時間やエフォート等
によって明確に区分されていること。 

3）雇用元の業務以外の時間であって、自ら主
体的に行おうとする研究に充てることがで
きる時間が十分確保されていること。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

（略） 
 

（２） 間接経費の使用 
 
【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 
3-21 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究

領域提案型）」、「基盤研究」、「挑戦的萌芽研
究」、「若手研究」、「研究活動スタート支援」
及び「特別研究員奨励費」に係る次の手続を
行うこと。 

 
（略） 

 
④直接経費の使用内訳の変更 

研究代表者は、直接経費の使用内訳について、
各費目の額を、各年度に交付された直接経費の
総額の５０％未満（直接経費の総額の５０％の
額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）
の範囲内で変更できるため、各費目ごとの使用
状況及び直接経費全体の使用状況を常に把握す
ること。 
研究代表者が、上記の限度を超えて各費目の

額を変更しようとする場合に、当該研究代表者
が作成する様式Ｃ－４－１「直接経費使用内訳
変更承認申請書」により申請を行い、日本学術
振興会の承認を得ること。 

 
（略） 

 
3-22 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る

出にあたっては、以下により取り扱うこと。
①  旅費及び人件費・謝金の支出は、事実確認を
行った上で適切に行うおこなうこと。 

② 研究協力者の雇用に当たっては、研究機関が
採用時に面談や勤務条件の説明を行い、雇用契
約において勤務内容、勤務時間等について明確
にした上で研究機関が当事者となって雇用契
約を締結するとともに、研究機関が出勤簿や勤
務内容の確認を定期的に行うなど研究協力者
の勤務状況内容、勤務時間等を適切に管理して
給与等を支給すること。 

③ 補助金の不適正な執行の疑いが生じた際、用
務の目的や受給額の適切性の確認、勤務状況の
管理等が行われていないことにより、その公正
性が明らかでない場合は、研究機関が当該補助
金に相当する額を日本学術振興会に返還する
こと。 

④ 補助金により雇用された者（以下「科研費被
雇用者」という。）が、雇用元の補助金の業務(以
下「雇用元の業務」という。) 以外に、自ら主
体的に研究を実施しようとする場合は、研究機
関において次の点を確認すること。 
1）科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自
ら主体的に研究を行うことができる旨を雇用
契約等で定められていること。 

2）雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関
する業務について、勤務時間やエフォート等
によって明確に区分されていること。 

3）雇用元の業務以外の時間であって、自ら主
体的に行おうとする研究に充てることができ
る時間が十分確保されていること。 

 
（略） 
 

（２） 間接経費の使用 
 
【交付申請書の記載内容の変更に係る手続】 
3-21 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究

領域提案型）」、「基盤研究」、「挑戦的萌芽研
究」、「若手研究」、「研究活動スタート支援」、
「特別研究促進費」及び「特別研究員奨励費」
に係る次の手続を行うこと。 

 
（略） 

 
④直接経費の使用内訳の変更 

研究代表者は、直接経費の使用内訳について、
各費目の額を、各年度に交付された直接経費の
総額の５０％未満（直接経費の総額の５０％の
額が３００万円以下の場合は、３００万円まで）
の範囲内で変更できるため、各費目ごとの使用
状況及び直接経費全体の使用状況を常に把握す
ること。 
研究代表者が、上記の限度を超えて各費目の

額を変更しようとする場合に、当該研究代表者
が作成する様式Ｃ－４－１「直接経費使用内訳
変更承認申請書」により申請を行い、日本学術
振興会の承認を得ること。 

 
（略） 

 
3-22 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る
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次の手続を行うこと。 
 

（略） 
 

②事業計画の変更 
代表者は、事業計画を変更し、交付申請書の

記載事項について、以下の範囲内において変更
できるため、補助事業の実施状況を常に把握す
ること。 
ア 「直接出版費」及び「翻訳・校閲経費」に
ついて、各々５０％未満の増減内で変更す
ること 

イ 「ページ数」、「翻訳後の原稿予定枚数」及
び「校閲原稿予定枚数」について、各々５
０％未満の増減内で変更すること 

ウ 平成２５年度に刊行又は翻訳・校閲を行
う場合の「出版社等への原稿組入日」又は
「翻訳・校閲期間開始日」を予定より早め
ること又は平成２５年６月３０日を超えな
い範囲で遅らせること 

ただし、平成２５年度に翻訳・校閲の上、刊
行する場合の「出版社等への原稿組入日」
については、予定より早めること又は補助
事業の実施期間（平成２６年２月２８日）
を超えない範囲で６０日以内遅らせること 

エ 「発行予定年月日」及び「翻訳・校閲期
間完了日」について、予定より早めること
又は補助事業の実施期間を超えない範囲で
６０日以内遅らせること 

代表者が、上記の範囲を超えて交付申請書の
記載事項を変更しようとする場合、及び交付申
請書の記載事項のうち「刊行物の名称」、「著者・
著作権者」、「編者」、「発行部数」、「定価」又は
「卸売価格」を変更しようとする場合に、当該
代表者が作成する様式Ｃ－５４－２「事業計画
変更承認申請書（研究成果公開促進費「学術図
書」）」により申請を行い、日本学術振興会の承
認を得ること。 

 
（略） 

 
④所属する研究機関の変更 

代表者が、他の研究機関に所属することとな
る場合であって、補助事業を実施中である場合
に、当該代表者が新たに所属することとなる研
究機関に対して関係書類を引き継ぐこと。 
代表者が、研究機関に所属しないこととなる

場合であって、補助事業を実施中である場合は、
当該代表者に対して関係書類を引き継ぐこと。 
新たに所属することとなった研究者が、既に

開始されている補助事業の代表者である場合
に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５９－１「代
表者所属機関等変更届（研究成果公開促進費）」
により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
 
 
 
 
 

3-23 「研究成果公開促進費（データベース）」に
係る次の手続を行うこと。 

次の手続を行うこと。 
 

（略） 
 

②事業計画の変更 
代表者は、事業計画を変更し、交付申請書の

記載事項について、以下の範囲内において変更
できるため、補助事業の実施状況を常に把握す
ること。 
ア 「直接出版費」及び「翻訳・校閲経費」に
ついて、各々５０％未満の増減内で変更す
ること 

イ 「ページ数」、「翻訳後の原稿予定枚数」及
び「校閲原稿予定枚数」について、各々５
０％未満の増減内で変更すること 

ウ 平成２６年度に刊行又は翻訳・校閲を行
う場合の「出版社等への原稿組入日」又は
「翻訳・校閲期間開始日」を予定より早め
ること又は平成２６年６月３０日を超えな
い範囲で遅らせること 

ただし、平成２６年度に翻訳・校閲の上、刊
行する場合の「出版社等への原稿組入日」
については、予定より早めること又は補助
事業の実施期間（平成２７年２月２８日）
を超えない範囲で６０日以内遅らせること 

エ 「発行予定年月日」及び「翻訳・校閲期
間完了日」について、予定より早めること
又は補助事業の実施期間を超えない範囲で
６０日以内遅らせること 

代表者が、上記の範囲を超えて交付申請書の
記載事項を変更しようとする場合、及び交付申
請書の記載事項のうち「刊行物の名称」、「著者・
著作権者」、「編者」、「発行部数」、「定価」又は
「卸売価格」を変更しようとする場合に、当該
代表者が作成する様式Ｃ－５４－２「事業計画
変更承認申請書（研究成果公開促進費「学術図
書」）」により申請を行い、日本学術振興会の承
認を得ること。 

 
（略） 

 
④代表者の応募資格の喪失 

代表者が、補助事業を遂行することができな
くなった場合には、③により補助事業の廃止の
手続きを行うこと。 

 
⑤所属する研究機関の変更 

代表者が、他の研究機関に所属することとな
る場合であって、補助事業を実施中である場合
に、当該代表者が新たに所属することとなる研
究機関に対して関係書類を引き継ぐこと。 
代表者が、研究機関に所属しないこととなる

場合であって、補助事業を実施中である場合は、
当該代表者に対して関係書類を引き継ぐこと。 

新たに所属することとなった研究者が、既に
開始されている補助事業の代表者である場合
に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５９－１「代
表者所属機関等変更届（研究成果公開促進費）」
により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
3-23 「研究成果公開促進費（データベース）」に

係る次の手続を行うこと。 
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（略） 

  
②事業計画の変更 

代表者は、事業計画を変更し、交付申請書の
記載事項について、以下の範囲内において変更
できるため、各費目ごとの使用状況、その他補
助事業の実施状況を常に把握すること。 
ア 「入力レコード数」及び「データ容量」に
ついて、各々５０％未満の増減内で変更す
ること 

イ 「所要経費」の使用内訳について、補助金
の交付決定額に影響を及ぼすことなく、各
費目の額を、交付された補助金の総額の５
０％未満（補助金の総額の５０％の額が３
００万円以下の場合は、３００万円まで）
を限度として変更すること 
ただし、旅費（「国内連絡旅費」）につい

ては、当該費目の５０％を上限として変更
すること 

代表者が、上記の範囲を超えて交付申請書の
記載事項を変更しようとする場合、及び交付申
請書の記載事項のうち「データベースの名称」
又は「データベースの種類・性格」を変更しよ
うとする場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ
－５４－３「事業計画変更承認申請書（研究成
果公開促進費「データベース（研究成果データ
ベース）」）」により申請を行い、日本学術振興会
の承認を得ること。 

 
（略） 

 
④所属する研究機関の変更 

代表者が、他の研究機関に所属することとな
る場合であって、直接経費に残額がある場合に、
当該代表者が新たに所属することとなる研究機
関に対してこれを送金すること。 
代表者が、研究機関に所属しないこととなる

場合であって、直接経費に残額がある場合は、
当該代表者の専用口座に対してこれを送金する
こと。 
新たに所属することとなった研究者が、既に

開始されている補助事業の代表者である場合
に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５９－１「代
表者所属機関等変更届（研究成果公開促進費）」
により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
 
 
 
 
 

【実績報告等に係る手続】 
3-24 「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基

盤研究」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究」、「研
究活動スタート支援」及び「特別研究員奨励
費」に係る次の手続を行うこと。 

 
 ①実績報告書の提出 

各補助事業について、平成２６年５月３１日
まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止
の承認を受けた後３０日以内）に、各研究代表

（略） 
  

②事業計画の変更 
代表者は、事業計画を変更し、交付申請書の

記載事項について、以下の範囲内において変更
できるため、各費目ごとの使用状況、その他補
助事業の実施状況を常に把握すること。 
ア 「入力レコード数」及び「データ容量」に
ついて、各々５０％未満の増減内で変更す
ること 

イ 「所要経費」の使用内訳について、補助金
の交付決定額に影響を及ぼすことなく、各
費目の額を、交付された補助金の総額の５
０％未満（補助金の総額の５０％の額が３
００万円以下の場合は、３００万円まで）
を限度として変更すること 
ただし、旅費（「国内連絡旅費」）につい

ては、当該費目の５０％を上限として変更
すること 

代表者が、上記の範囲を超えて交付申請書の
記載事項を変更しようとする場合、及び交付申
請書の記載事項のうち「データベースの名称」
又は「データベースの種類・性格」を変更しよ
うとする場合に、当該代表者が作成する様式Ｃ
－５４－３「事業計画変更承認申請書（研究成
果公開促進費「データベース（研究成果データ
ベース）」）」により申請を行い、日本学術振興会
の承認を得ること。 

 
（略） 

 
④代表者の応募資格の喪失 

代表者が、補助事業を遂行することができな
くなった場合には、③により補助事業の廃止の
手続きを行うこと。 

 
⑤所属する研究機関の変更 

代表者が、他の研究機関に所属することとな
る場合であって、直接経費に残額がある場合に、
当該代表者が新たに所属することとなる研究機
関に対してこれを送金すること。 
代表者が、研究機関に所属しないこととなる

場合であって、直接経費に残額がある場合は、
当該代表者の専用口座に対してこれを送金する
こと。 
新たに所属することとなった研究者が、既に

開始されている補助事業の代表者である場合
に、当該代表者が作成する様式Ｃ－５９－１「代
表者所属機関等変更届（研究成果公開促進費）」
により、日本学術振興会への届出を行うこと。 

 
【実績報告等に係る手続】 
3-24 「新学術領域研究（研究領域提案型）」、「基

盤研究」、「挑戦的萌芽研究」、「若手研究」、「研
究活動スタート支援」、「特別研究促進費」及
び「特別研究員奨励費」に係る次の手続を行
うこと。 

①実績報告書の提出 
各補助事業について、平成２７年５月３１日

まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止
の承認を受けた後３０日以内）に、各研究代表
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者が作成する､様式Ｃ－６「実績報告書（収支決
算報告書）」（様式Ｂ－３「収支決算報告書（表
紙）」を添える。）及び様式Ｃ－７－１「実績報
告書（研究実績報告書）」（様式Ｂ－４「研究実
績報告書（表紙）」を添える。）を取りまとめ、
日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
 
 

（略） 
 

3-25 「特別推進研究」に係る次の手続を行うこと。
①国の会計年度終了に伴う実績報告書の提出  

各補助事業について、国の会計年度が終了し
た場合（研究計画最終年度の場合を除く）には、
翌年度の５月３１日までに、各研究代表者が当
該年度の終了時において作成する、様式ＣＫ－
６－１「実績報告書（収支決算報告書）」（様式
ＢＫ－３－１「収支決算報告書（表紙）」を添え
る。）及び様式ＣＫ－７－１「実績報告書（研究
実績報告書）」（様式ＢＫ－４－１「研究実績報
告書（表紙）を添える。」により日本学術振興会
に実績報告を行うこと。 

 
 
 
②実績報告書の提出 

各補助事業について、研究計画最終年度の翌
年度の５月３１日まで（補助事業を廃止した場
合には、当該廃止の承認を受けた後３０日以内）
に、各研究代表者が作成する、様式ＣＫ－６－
２「実績報告書（収支決算報告書）」（様式ＢＫ
－３－４「収支決算報告書（表紙）」を添える。）
及び様式ＣＫ－７－２「実績報告書（研究実績
報告書）」（様式ＢＫ－４－４「研究実績報告書
（表紙）」を添える。）を取りまとめ、日本学術
振興会に実績報告を行うこと。 
 
 

 
3-26 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る

次の手続を行うこと。 
 

（略） 
 
②状況報告書の提出 

各補助事業について、平成２６年１月１７日
までに実績報告を行う場合を除き、平成２６年
１月１７日までに、各代表者が作成する様式Ｃ
－５７－２「状況報告書（研究成果公開促進費
「学術図書」）」（様式Ｂ－５３「状況報告書（表
紙）」を添える。）を取りまとめ、日本学術振興
会に提出すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

者が作成する､様式Ｃ－６「実績報告書（収支決
算報告書）」（様式Ｂ－３「収支決算報告書（表
紙）」を添える。）及び様式Ｃ－７－１「実績報
告書（研究実績報告書）」（様式Ｂ－４「研究実
績報告書（表紙）」を添える。）を取りまとめ、
日本学術振興会に実績報告を行うこと。また、
実績報告時に未使用の補助金が生じた場合に
は、日本学術振興会に返還すること。 

 
（略） 

 
3-25 「特別推進研究」に係る次の手続を行うこと。
①国の会計年度終了に伴う実績報告書の提出  

各補助事業について、国の会計年度が終了し
た場合（研究計画最終年度の場合を除く）には、
翌年度の５月３１日までに、各研究代表者が当
該年度の終了時において作成する、様式ＣＫ－
６－１「実績報告書（収支決算報告書）」（様式
ＢＫ－３－１「収支決算報告書（表紙）」を添え
る。）及び様式ＣＫ－７－１「実績報告書（研究
実績報告書）」（様式ＢＫ－４－１「研究実績報
告書（表紙）を添える。」により日本学術振興会
に実績報告を行うこと。また、実績報告時に未
使用の補助金が生じた場合には、日本学術振興
会に返還すること。 

 
②実績報告書の提出 

各補助事業について、研究計画最終年度の翌
年度の５月３１日まで（補助事業を廃止した場
合には、当該廃止の承認を受けた後３０日以内）
に、各研究代表者が作成する、様式ＣＫ－６－
２「実績報告書（収支決算報告書）」（様式ＢＫ
－３－４「収支決算報告書（表紙）」を添える。）
及び様式ＣＫ－７－２「実績報告書（研究実績
報告書）」（様式ＢＫ－４－４「研究実績報告書
（表紙）」を添える。）を取りまとめ、日本学術
振興会に実績報告を行うこと。また、実績報告
時に未使用の補助金が生じた場合には、日本学
術振興会に返還すること。 

 
3-26 「研究成果公開促進費（学術図書）」に係る

次の手続を行うこと。 
 

（略） 
 
②状況報告書の提出 

各補助事業について、平成２６年１月１７日
までに実績報告を行う場合を除き、平成２６年
１月１７日までに、各代表者が作成する様式Ｃ
－５７－２「状況報告書（研究成果公開促進費
「学術図書」）」（様式Ｂ－５３「状況報告書（表
紙）」を添える。）を取りまとめ、日本学術振興
会に提出すること。 
②翌年度にわたる直接経費の使用を行う場合の
実績報告書の提出 
補助事業の期間が延長されるとともに、翌年

度にわたる補助金の使用が行われる場合には、
代表者が補助事業を開始した年度の終了時にお
いて作成する、様式Ｃ－６０－７「実績報告書
（２）（学術図書）」により日本学術振興会に実
績報告を行うとともに、平成２８年３月１０日
まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止
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3-27 「研究成果公開促進費（データベース）」に

係る次の手続を行うこと。 
 

（略） 
 
②状況報告書の提出 

各補助事業について、平成２６年１月１７日
までに実績報告を行う場合を除き、平成２６年
１月１７日までに、各代表者が作成する様式Ｃ
－５７－３「状況報告書（研究成果公開促進費
「データベース（研究成果データベース）」）」（様
式Ｂ－５３「状況報告書（表紙）」を添える。）
を取りまとめ、日本学術振興会に提出すること。

 
③翌年度にわたる直接経費の使用を行う場合の

実績報告書の提出 
補助事業の期間が延長されるとともに、翌年

度にわたる補助金の使用が行われる場合には、
代表者が補助事業を開始した年度の終了時にお
いて作成する様式Ｃ－６０－１「実績報告書
（２）（研究成果公開促進費「データベース（研
究成果データベース）」）」により日本学術振興会
に実績報告を行うとともに、平成２７年５月３
１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該
廃止の承認を受けた後３０日以内）に、各代表
者が作成する様式Ｃ－５６－３「実績報告書（研
究成果公開促進費「データベース（研究成果デ
ータベース）」）」（様式Ｂ－５１－４「収支簿（研
究成果公開促進費「データベース（研究成果デ
ータベース）」）」の写し及び様式Ｂ－３「実績報
告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及
び「作成したデータベースから出力した任意の
１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興会
に実績報告を行うこと。 

 
【研究成果報告に係る手続】 
3-28 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究

領域提案型）」、「基盤研究」、「挑戦的萌芽研
究」、「若手研究」、「研究活動スタート支援」
及び「特別研究員奨励費」に係る次の手続を
行うこと。 

 
①研究成果報告書等の提出 

「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領
域提案型）」の計画研究、「基盤研究」、「挑戦的
萌芽研究」、「若手研究」及び「研究活動スター
ト支援」の研究課題について、研究計画の最終
年度の翌年度の６月２０日から６月３０日まで
の間に、研究代表者が作成する、様式Ｃ－１９

の承認を受けた後３０日以内）に、各代表者が
作成する様式Ｃ－５６－２「実績報告書（研究
成果公開促進費「学術図書」）」（様式Ｃ－５３－
１「費用計算書（研究成果公開促進費「学術図
書」＜直接出版費＞）」、様式Ｃ－５３－２「費
用計算書（研究成果公開促進費「学術図書」＜
翻訳・校閲経費＞）」、様式Ｃ－６２「出荷先一
覧表」、出荷した際の伝票の写し及び様式Ｂ－３
「実績報告書（収支決算報告書）（表紙）」を添
える。）及び「刊行物一式（翻訳・校閲のみを行
う場合は、翻訳・校閲後の原稿）」を取りまとめ、
日本学術振興会に実績報告を行うこと。 

 
3-27 「研究成果公開促進費（データベース）」に

係る次の手続を行うこと。 
 

（略） 
 
②状況報告書の提出 

各補助事業について、平成２６年１月１７日
までに実績報告を行う場合を除き、平成２６年
１月１７日までに、各代表者が作成する様式Ｃ
－５７－３「状況報告書（研究成果公開促進費
「データベース（研究成果データベース）」）」（様
式Ｂ－５３「状況報告書（表紙）」を添える。）
を取りまとめ、日本学術振興会に提出すること。

 
②翌年度にわたる直接経費の使用を行う場合の
実績報告書の提出 
補助事業の期間が延長されるとともに、翌年

度にわたる補助金の使用が行われる場合には、
代表者が補助事業を開始した年度の終了時にお
いて作成する様式Ｃ－６０－１「実績報告書
（２）（研究成果公開促進費「データベース（研
究成果データベース）」）」により日本学術振興会
に実績報告を行うとともに、平成２７年５月３
１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該
廃止の承認を受けた後３０日以内）に、各代表
者が作成する様式Ｃ－５６－３「実績報告書（研
究成果公開促進費「データベース（研究成果デ
ータベース）」）」（様式Ｂ－５１－４「収支簿（研
究成果公開促進費「データベース（研究成果デ
ータベース）」）」の写し及び様式Ｂ－３「実績報
告書（収支決算報告書）（表紙）」を添える。）及
び「作成したデータベースから出力した任意の
１０レコード」を取りまとめ、日本学術振興会
に実績報告を行うこと。 

 
【研究成果報告に係る手続】 
3-28 「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究

領域提案型）」、「基盤研究」、「挑戦的萌芽研
究」、「若手研究」、「研究活動スタート支援」、
「特別研究促進費」及び「特別研究員奨励費」
に係る次の手続を行うこと。 

 
①研究成果報告書等の提出 

「特別推進研究」、「新学術領域研究（研究領
域提案型）」の計画研究、「基盤研究」、「挑戦的
萌芽研究」、「若手研究」、「研究活動スタート支
援」及び「特別研究促進費」の研究課題につい
て、研究計画の最終年度の翌年度の６月２０日
から６月３０日までの間に、研究代表者が作成
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「研究成果報告書」により日本学術振興会に成
果報告を行うこと。 
上記の提出期限までに報告書を取りまとめら

れない場合には、研究代表者が作成する様式Ｃ
－２１「研究経過報告書」を日本学術振興会に
提出し、研究成果の取りまとめができ次第速や
かに、研究代表者が作成する研究成果報告書に
より日本学術振興会に成果報告を行うこと。 
研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採

択されたことに伴い、辞退又は廃止することと
なった最終年度に当たる研究課題の研究の成果
については、研究代表者が作成する様式Ｃ－１
９「研究成果報告書」により、研究成果の取り
まとめができ次第速やかに日本学術振興会に成
果報告（提出期限は、辞退又は廃止することと
なった研究課題の最終年度の翌年度の６月３０
日まで）を行うこと。 

 
（略） 

 
（４） 設備等に係る事務等 
 

（略） 
 
【利子の譲渡の受入】 
3-33 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に

関して生じた利子を、補助事業の遂行に使用
し、又は所属する研究機関に譲渡しなければ
ならないこととしているので、これが譲渡さ
れる場合に、これを受け入れること。 

 
（略） 

 
４ 適正な使用の確保 
 
【経費管理・監査体制の整備】 
4-1 「研究機関における公的研究費の管理・監査

のガイドライン（実施基準）」（平成１９年２
月１５日文部科学大臣決定）を踏まえ、経費
管理・監査体制を整備すること。 

 
 
（略） 

 
【誓約文書の徴収及び保管】 
4-5  交付内定を受けた補助事業について、交付申

請の取りまとめを行う際には、各研究代表者
が作成する誓約文書（補助条件等を遵守し、
不正行為を行わない旨の確認書）を必ず徴収
し、確認するとともに、当該文書を機関にお
いて保管しておくこと。 

 
（略） 

 
【不正な使用に係る調査の実施】 
4-8 補助金の不正な使用が明らかになった場合

（不正な使用が行われた疑いのある場合を
含む。）には、速やかに調査を実施し、その
結果を日本学術振興会に報告すること。 

 
 
 

する、様式Ｃ－１９「研究成果報告書」により
日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

 上記の提出期限までに報告書を取りまとめ
られない場合には、研究代表者が作成する様式
Ｃ－２１「研究経過報告書」を日本学術振興会
に提出し、研究成果の取りまとめができ次第速
やかに、研究代表者が作成する研究成果報告書
により日本学術振興会に成果報告を行うこと。 

研究計画最終年度前年度の応募研究課題が採
択されたことに伴い、辞退又は廃止することと
なった最終年度に当たる研究課題の研究の成果
については、研究代表者が作成する様式Ｃ－１
９「研究成果報告書」により、研究成果の取り
まとめができ次第速やかに日本学術振興会に成
果報告（提出期限は、辞退又は廃止することと
なった研究課題の最終年度の翌年度の６月３０
日まで）を行うこと。 

 
（略） 

 
（４） 設備等に係る事務等 
  

（略） 
 
【利子の譲渡の受入】 
3-33 研究代表者及び研究分担者は、直接経費に

関して生じた利子を、原則、補助事業の遂行
に使用し、又は所属する研究機関に譲渡しな
ければならないこととしているので、これが
譲渡される場合に、これを受け入れること。

 
（略） 

 
４ 適正な使用の確保 
 
【経費管理・監査体制の整備】 
 4-1 「研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドライン（実施基準）」（平成１９年
２月１５日（平成２６年２月１８日改正）文
部科学大臣決定）を踏まえ、経費管理・監査
体制を整備すること。 

 
（略） 

 
【誓約文書の徴収及び保管】 
4-5  交付内定を受けた補助事業について、交付

申請の取りまとめを行う際には、各研究代表
者が作成する誓約文書（補助条件等を遵守
し、不正行為を行わない旨の確認書）を必ず
徴収し、確認するとともに、当該文書を機関
において保管しておくこと。 

 
（略） 

 
【不正な使用に係る調査の実施】 
4-7 補助金の不正な使用が明らかになった場合

（不正な使用が行われた疑いのある場合を
含む。）には、日本学術振興会に報告の上、
速やかに調査を実施すること。またし、その
結果を日本学術振興会に報告するとともに、
公表すること。 
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（略） 
 
【不正使用に伴う間接経費の返還等】 
4-10 補助金の不正使用があった場合には、日本

学術振興会の指示に従って、間接経費を返還
すること。また、不正使用の再発を防止する
ための措置を適切に講じること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 研究活動における不正行為への対応 

 
（略） 

 
【研究活動の不正行為に係る調査の実施】 
5-2 補助金による研究活動に関わる不正行為が

明らかになった場合（不正行為が行われた疑
いのある場合を含む）には、速やかに調査を
実施し、その結果を日本学術振興会に報告す
ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（略）     
                                        

（略）
 
【不正使用等に伴う間接経費補助金の返還等】 
4-9 補助金の不正使用又は不正受給があった場

合には、当該補助金を返還するとともに、日
本学術振興会の指示に従って、間接経費を返
還すること。また、不正使用又は不正受給の
再発を防止するための措置を適切に講じる
こと。 

 
【間接経費の削減】 
4-10 「研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドライン（実施基準）」に基づいて、
文部科学省又は日本学術振興会から、間接経
費措置額の一定割合削減が通知された場合
には、文部科学省又は日本学術振興会の指示
に従うこと。 

 
５ 研究活動における不正行為への対応 

 
（略） 

 
【研究活動の不正行為に係る調査の実施】 
5-2 補助金による研究活動に関わる不正行為が

明らかになった場合（不正行為が行われた疑
いのある場合を含む）には、日本学術振興会
に報告の上、速やかに調査を実施すること。
またし、その結果を日本学術振興会に報告す
るとともに、公表すること。 

 
【不正行為に伴う補助金の返還等】 
5-3 補助事業において不正行為があった場合に

は、当該不正行為に係る補助金を返還すると
ともに、日本学術振興会の指示に従って、間
接経費を返還すること。また、不正行為の再
発を防止するための措置を適切に講じるこ
と。 

 
【間接経費の削減】 
5-4 「研究活動の不正行為への対応のガイドラ

イン」に基づいて、文部科学省又は日本学術
振興会から、間接経費措置額の一定割合削減
が通知された場合には、文部科学省又は日本
学術振興会の指示に従うこと。 

 
（略） 
 

 


